
Ａ 主要な公共交通路線沿線への居住誘導、公共交通網の再構築を図りたい！
B データの活用やレンタサイクル等機能の導入によりまちなかの回遊性向上を図りたい！
Ｃ 廃止路線地区への代替機能の支援により、地域公共交通網を確保したい！

① 公 共 交 通 政 策 と の 連 携

【金沢市】
A 公共交通重要路線を設定し、当該路線周辺に居
住誘導区域を設定（市街化区域の４３％）
A バス路線の段階的再編や交通結節点の機能強
化
B 駐車場配置適正化区域を導入し、駐車場設置の
指導等によりまちなかへのマイカー流入を抑制
B 公共のレンタサイクルやレンタベビーカーにより、
まちなかの回遊性を向上

【高松市】
A 路線の役割を明確化する公共交通ネットワーク
の再編

（民鉄路線の強化、都心地域回遊型バス路線の
設定、サイクル＆ライド、パーク＆ライドの促進）
B 官民連携による公共交通の利用促進

（民鉄・市での利用状況共有、鉄道・バスの乗り
継ぎ割引拡大、高齢者運賃を半額に、免許返納の
インセンティブ）

【松本市】
B 周遊バス・公共レンタサイクルの導入による回遊
性の向上
B パークアンドライド及び周縁部への路外駐車場
の集約により、中心市街地の自動車交通量を抑制

【藤枝市】
B ＩｏＴ通信基盤を活用した「街なかシェアサイク
ル」による回遊性向上と移動データのマーケティン
グ活用

【北九州市】
C バス路線廃止地区における交通事業者によるマ
イクロバスやジャンボタクシーの運行
C 車両購入費、試験運行費の助成など、行政から
民間事業者への支援制度の創設

【岐阜市】
A 幹線バス路線沿線への居住誘導（市街化区域の
５７％）
B ビッグデータ等を活用して、乗車率の高いダイヤ
の設定や乗継拠点の整備と路線分担を実施

【熊本市】
A 利便性の高い公共交通沿線や市内の拠点周辺
に居住誘導（市街化区域の５５％）
A 各方面の特徴に応じた骨格となる基幹軸の形成
やバス幹線の重複路線の再編による効率化
A 民間再開発事業によりバスターミナルと商業・
住居・多目的ホール等の複合施設を整備

岐 阜 市 ※ 1 - 5

熊 本 市 ※ 1 - 1 0

高 松 市 ※ 2 - 9

松 本 市 ※ 2 - 3

藤 枝 市 ※ 2 - 5

北 九 州 市 ※ 2 - 1 0

金 沢 市 ※ 1 - 4

地域の交流や支え合い、健康維持を推進したい！

② 健 康 ・ 医 療 ・ 福 祉

【見附市】
・空き商業施設の改修により、交流拠点として、まちなかへ都市機能を集積
・健康基本条例やポイント制度の導入など、まちなかを歩きたくなる仕組み
・コミュニティバスで都市機能の集積する集約区域内を接続

・市街地再開発と合わせて、まちなかに健康・運動施設を整備
・健康づくり活動へのポイント制度の導入、自治会の協力によるウォーキングイベントの開催など

・まちづくり会社（100%民間出資）によるウォーキングコース創設

・地域支え合い包括ケアシステムによる地域福祉や住民自治による地域づくりの施策と連携

見 附 市 ※ 1 - 3

岐 阜 市 ※ 1 - 5

飯 塚 市 ※ 1 - 9

③ 子 育 て

【大東市】
・廃校舎を活用し、若年層向けの交流拠点を整備
・送迎保育ステーション、多機能型保育所により、
子育て世代の生活利便・就業環境を向上
・民間投資により子育て世代のニーズにマッチする
市営住宅建て替えを実施

【枚方市】
・拠点駅等周辺での公立保育所の再整備、その他
の保育所の民営化

・居住誘導区域内における特に子育て世代、ＵＩＪ
ターン世帯の住宅取得を補助

子育て世代を流入・定住・交流させたい！

枚 方 市 ※ 2 - 7

大 東 市 ※ 1 - 6

ＰＲＥを有効活用し、都市機能を集約したい！

④ Ｐ Ｒ Ｅ の 有 効 活 用

【 弘 前 市 】 ※1,8
・文化財である市庁舎を現地でのリノベーションに
より長寿命化
・未活用の赤レンガ倉庫をＰＦＩ事業でのリノベー
ションにより美術館として活用

【 む つ 市 】 ※1,5
・公営住宅７箇所を居住誘導区域内２箇所に集約
・都市公園3箇所でP-PFIの導入により魅力創造、
年間収支も改善

【 松 本 市 】 ※1,3
・拠点地区の市営駐車場を廃止し、15施設の収蔵
物を集約した基幹図書館を整備
・居住誘導区域外の老朽化した公営住宅を、需要
を踏まえて用途廃止

・ＰＰＰにより、パブリックマインドを持つ民間を引き
込む７つの公民連携プロジェクトを都心で実施

【 和 歌 山 市 】 ※1,2,5
・中心拠点の小中学校跡地３カ所に３大学を誘致
・中心拠点の既設幼稚園と拠点外の保育所・幼稚
園を集約した認定こども園を開設

【 三 原 市 】 ※1,2
・駅前遊休市有地にＰＰＰにより市立図書館と民間
施設を複合整備
・新庁舎への公共機能の集約と統廃合により発生
した用地への誘導施設整備

【 周 南 市 】 ※1,9
・市庁舎機能の集約と市民交流施設、飲食店の併
設により、維持管理費を約３割削減

【 北 九 州 市 】 ※1,2,3,4
・都市部局を中心とした公共施設マネジメント実行
計画の策定、公共施設の集約・複合化により街な
か居住を促進

【 黒 部 市 】 ※1,2,4,5
・市役所跡地に５つの公共施設を集約した交流セン
ターを整備

【 藤 枝 市 】 ※1,3,4
・市有地を民間貸付し、商業施設を建設・所有・運
営、市は床を借りて図書館を運営
・市有地を民間売却し、ホテルや商業施設を誘致。
売却益を活用し、小・中学校の耐震化１００％を達成

【 枚 方 市 】 ※1,7
・国・市共同による公共施設の再編整備（合同庁舎
化）
・府・民間事業者の連携した駅前再整備（民間事業
者による駅前再整備に合わせた府施設移転）

【 大 東 市 】 ※1,7
・ＰＰＰにより民間投資を呼び込み、ニーズにマッチ
した施設整備を段階的に実施

弘 前 市 ※ 1 - 1

む つ 市 ※ 2 - 1

松 本 市 ※ 2 - 3

黒 部 市 ※ 2 - 4

藤 枝 市 ※ 2 - 5

枚 方 市 ※ 2 - 7

大 東 市 ※ 1 - 6

和 歌 山 市 ※ 1 - 7

三 原 市 ※ 2 - 8

周 南 市 ※ 1 - 8

北 九 州 市 ※ 2 - 1 0

※ 都市名の右数字は、一覧表及び各モデル都市資料の右肩に記載されている番号を示す（例：1-4であれば、第1弾４番目のモデル都市を指す）

岡 崎 市 ※ 3 - 2

宇 部 市 ※ 3 - 5

高 岡 市 ※ 3 - 1

コンパクト・プラス・ネットワークのモデル都市一覧（テーマ別）



西脇市
・都市機能集約とあわせて地場産業である播州織
のイノベーション効果を活かし、若手デザイナー等
の呼び込みを推進

高岡市
・市民、専門家、大学などによるワークショップやリ
ノベーションスクールの開催など、民間主体のまち
づくりを実施

既存ストックを有効活用し、良好な住環境形成や雇用・産業の創出を図りたい！

⑤ 空 き 地 ・ 空 き 家 の 有 効 活 用

【鶴岡市】
・地元ＮＰＯ法人がランドバンク事業で小規模・連鎖
的な土地利用を推進
・中心部の路地や蔵等を活かした空間づくり（広場
を配する住宅街区）

【柏市】
・市民団体等による空き地の有効活用を市がサ
ポートし、地域コミュニティ等の活動の場を創出

【黒部市】
・市が空き店舗のリノベーションやマッチングを支
援
・ＮＰＯ法人が空き店舗を活用した認知症カフェを開
店,店内で認知症・介護予防教室や相談業務を実施

・市役所本庁舎と税務署との合築による更新費用削
減やスマートビル化、スマートコミュニティ事業を核
とした周辺整備

【三原市】
・まちづくり会社との連携により、創業支援等によ
る人財育成とリノベーション提案等による活動拠点
づくりを支援

【北九州市】
・家守会社によるテナント先付けの遊休不動産のリ
ノベーション提案により、新規創業・雇用を創出

【飯塚市】
・まちなか居住の推進や多様な集客施設の集積に
より空き店舗を解消

【長崎市】
・まちなかでの官民活動（街路整備、民間によるト
イレ整備、イベント等）を一覧できる事業計画を策
定し、一体的に推進

【金沢市】
・空き町屋の有効活用による歴史的町並みの保全
と再生
・居住希望者を対象とした相談窓口の開設、マッチ
ング、修繕等について補助実施

【大野市】
・市による古民家を交流施設への改修、民間による
にぎわい交流施設の整備
・まちなか商店による体験型講座の提供

【和歌山市】
・リノベーションスクールの開催やわかやまリノ
ベーション推進方針を策定により、民間主導・公民
連携によるリノベーションまちづくりを推進

・中心市街地の空き店舗・空き地での開業希望者
を支援

鶴 岡 市 ※ 1 - 2

柏 市 ※ 2 - 2

金 沢 市 ※ 1 - 4

大 野 市 ※ 2 - 6

飯 塚 市 ※ 1 - 9

長 崎 市 ※ 2 - 1 1

三 原 市 ※ 2 - 8

黒 部 市 ※ 2 - 4
和 歌 山 市 ※ 1 - 7

北 九 州 市 ※ 2 - 1 0

民間主導や機能集積によりまちなか居住を推進したい！

⑥ ま ち な か 居 住 の 推 進 強 化

【黒部市】
・民間主導により、社宅跡地を複合型集合住宅とし
て再整備し、保育所、商業施設を併設
・居住誘導区域内での住宅取得への新規支援とＪ
ＨＦと協定締結

【藤枝市】
・再開発等により、子育て支援施設、医療施設、商
業テナント等を配置し、まちなか居住を推進

・居住誘導区域内の住宅取得費助成の上乗せ検討
・居住誘導区域外の４団地を居住誘導区域内の２
団地へ集約

【北九州市】
・居住誘導区域内での住宅取得への新規支援とＪ
ＨＦと協定締結

【飯塚市】
・福祉サービス向上や住宅供給により、まちなか居
住を推進

【長崎市】
・平地を基本に居住誘導区域を設定し、住み替えし
やすい環境を創出
（高齢者へのまちなか空き家マッチング、IoTを活
用した見守りによる安全確保、食の支援等）

・中心市街地における近隣住民の土地取得を補助

土地利用規制により、市街地拡大を抑制したい！

【むつ市】
・白地地域全域に「特定用途制限地域」を設定し、
５００㎡以上の店舗等の立地を規制
・用途地域周辺の開発圧力のある地域に「居住調
整地域」を設定

【黒部市】
・地元住民による「景観協定」締結（建築物の用途・
高さを規制）により白地地域の開発を抑制

【大野市】
・新設インターチェンジ周辺に「特定用途制限地
域」を設定し、３，０００㎡以上の大規模集客施設を
立地規制

【和歌山市】
・都計法34条11号条例（５０戸連たん制度）を原則
廃止

【高松市】
・白地地域における開発指導技術基準を強化（区
域外道路幅員等）
・特定用途制限地域の設定により店舗立地に関す
る基準を強化

⑦ 郊 外 開 発 の 抑 制

む つ 市 ※ 2 - 1

黒 部 市 ※ 2 - 4

藤 枝 市 ※ 2 - 5

北 九 州 市 ※ 2 - 1 0

大 野 市 ※ 2 - 6

飯 塚 市 ※ 1 - 9

長 崎 市 ※ 2 - 1 1

黒 部 市 ※ 2 - 4

大 野 市 ※ 2 - 6

和 歌 山 市 ※ 1 - 7

高 松 市 ※ 2 - 9

⑪ 新 た な 担 い 手 の 育 成

鶴岡市
・研究教育施設を都市機能誘導区域に誘導
・地域デベロッパーが起業者向け交流・滞在施設
を整備

市民や大学、企業などが活躍できるまちづくりを推進したい！

⑩ 災 害 ・ 除 雪 対 策

【弘前市】
・居住誘導区域等に融雪施設を重点化、ＧＰＳの活
用により除雪作業を効率化
・冬期の市民の足である公共交通について、誘導区
域への高校の誘導等により、利用者増を推進

・浸水想定区域（0.5m～)を居住誘導区域から除外
し、居住誘導区域を厳格運用

災害・除雪に対応したまちづくりを進めたい！

⑨ ス ポ ン ジ 化 対 策 の 推 進

岡崎市
・交流とにぎわい創造のため、駅周辺の都市機能誘
導区域を対象とし、全国の市町村で初めて立地誘
導促進施設協定に関する事項を記載
西脇市
・空き家等の低未利用地の有効活用と適正管理の
ため、全国の市町村で初めて低未利用土地利用等
指針を作成

スポンジ化対策により、都市機能・居住の立
地を促進したい！

弘 前 市 ※ 1 - 1

鶴 岡 市 ※ 1 - 2 高 岡 市 ※ 3 - 1

高 岡 市 ※ 3 - 1

岡 崎 市 ※ 3 - 2

西 脇 市 ※ 3 - 3

西 脇 市 ※ 3 - 3

宇 部 市 ※ 3 - 5

宇 部 市 ※ 3 - 5

高 岡 市 ※ 3 - 1

⑧ 広 域 連 携

【周南市】
・圏域内の現状の施設立地状況を踏まえつつ、役
割分担を整理
・その方針にもとづき、各自治体で立地適正化計
画を策定

周辺の自治体と連携して計画を策定したい！

中 播 磨 圏 域 ※ 3 - 4


